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青森県水産環境整備事業等調査関連業務公募型企画競争事務取扱要領 

の運用について 

 

第１ 本運用は、青森県水産環境整備事業等調査関連業務公募型企画競争事務取扱要

領（以下「要領」という。）を運用する際に必要な事項を定めるものである。 

（公告案の作成） 

第２ 要領第５条に規定する公告を実施する際には、業務内容に応じて次の区分によ

る公告記載例を参考にして公告案を作成する。 

（１）要領第２条に規定する「具体的な業務内容を提示することが困難で競争入札が

実施できない業務」については、別紙 1公告記載例 

（２）要領第２条に規定する「従来、競争性のない随意契約を行ってきた業務」につ

いては、別紙２公告記載例 

２ 公告案を作成する際には、業務内容に応じて適宜必要部分を見直しする。 

（参加資格） 

第３ 要領第４条第１項第５号に規定する参加資格を追加設定する際には、必要に応

じて次のような条件を追加、又は削除することができる。 

（１）青森県内に本店を有していること。 

（２）青森県内に本店、支店、営業所を有していること。 

（３）その他 

（評価基準） 

第４ 要領第５条第１項第５号に規定する評価基準を設定する際には、公告記載例を

参考として業務内容に応じて適宜評価項目や配点を設定する。 

（１）要領第２条に規定する「具体的な業務内容を提示することが困難で競争入札が

実施できない業務」については、別紙１公告記載例を参考に、業務内容に応じて

適宜評価項目や配点を設定する。 

（２）要領第２条に規定する「従来、競争性のない随意契約を行ってきた業務」につ

いては、別紙２公告記載例を参考に、参加表明者の同種業務実績、配置予定技術

者の資格や同種業務担当実績、業務費の妥当性について評価する。 

（留意事項） 

第５ 要領第２条に規定する「従来、競争性のない随意契約を行ってきた業務」につ

いて、応募要領「３（１）業務の内容」が煩雑な場合は、特別仕様書を添付する。 

 

附 則 

この運用は、平成２８年７月２８日から施行する。 

附 則 

 この運用は、令和２年５月１１日から施行する。 

附 則 

 この運用は、令和４年６月２日から施行する。 
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別紙１（公告記載例） 

 

 

「□□□業務」の公募についての公告 

 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課では、「□□□業務」について、実施者を

公募します。本業務の受託を希望される方は、下記に従い御応募ください。 

 

令和 年 月 日 

 

青森県知事 

 

記 

 

１ 業務名 

□□□業務 

２ 業務場所 

 青森県○○市○○地先（別添、業務委託仕様書を参照。） 

３ 業務の目的及び概要 

（１）目的 

本業務は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・を目的とする。 

（２）概要 

水産環境整備事業○○地区の・・・・・・・・・・・・・・・の調査業務を行う。 

４ 応募資格及び応募要領 

   別紙による 

５ 契約の締結について 

本業務に係る契約は、別途応募要領で定める参加表明書を提出した者の企画提案書

の審査の結果、特定された契約候補者と契約の協議が整い次第締結することとします。 

６ その他 

業務内容、特定方法等の詳細は、応募要領をご参照の上、必要に応じ６の「応募・

照会等窓口」にご照会ください。 

７ 応募・照会等窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 
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別  紙  

□□□業務応募要領（記載例） 

 

１ 業務名 

□□□業務 

２ 業務の目的 

本業務は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・を目的とする。 

３ 業務の内容 

（１）業務の内容 

水産環境整備事業○○地区の・・・・・・・・・の調査業務を行う。（地区の

概要等に関する事項は、別添「参考資料」参照） 

ア 

￤ 

○ 

（２）成果品（報告書） 

（３）打合せについては、○回を予定している。 

４ 履行期限 

契約締結の日から令和○年○月○日（○）までとする。 

５ 応募資格 

公募に応募できる者は、次に掲げる全てに該当する者とする。 

（１）青森県建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（昭和５８

年２月青森県規則第６号）第３条第２項各号に掲げる業種について、同規則第５

条の規定による認定を受けた者（企画提案書の提出期限までに認定を受けること

が見込まれる者を含む。）、または、農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）

の役務の提供で「東北地域」で認定されており、かつ、「調査・研究」に認定さ

れている者であること（企画提案書の提出期限までに認定を受けることが見込ま

れる者を含む。）。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２

項各号のいずれにも該当しない者であること。 

（３）青森県建設業者等指名停止要領（昭和６０年６月１日施行）に基づく知事の指

名停止の措置を、参加表明書の提出期限の日から契約締結の時までの間に受けて

いない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していない者で

あること。 

（５）「その他、知事が必要と認める要件に該当する者であること」に該当する項目

がある場合は、具体的に記載すること。 

６ 参加表明書に関する事項 

（１）本業務の受託を希望する者は、様式第１号「参加表明書」を１２の「応募・照

会等窓口」に持参又は郵送により提出すること。（提出期間内に必着のこと。） 
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（２）提出期間 

令和○○年○○月○○日（○）から令和○○年○○月○○日（○）まで 

提出は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する祝日、

日曜日、土曜日及び県の年末年始の休日（以下「休日等」という。）を除く午前９

時から午後５時までとする。 

７ 企画提案書の作成、提出等 

（１）６の参加表明書を提出した者は、次の項目を内容とする企画提案書を作成する

ものとする。 

なお、企画提案書等に使用する言語は、日本語とする。 

ア 参加表明者における過去５年間の同種業務の実績 

  前年度から過去５年間における、３（１）に示す業務内容と同種業務の実績を

記載する。 

イ 業務の実施方針、実施手法、留意事項への対応 

  業務の実施方針、実施手法、留意事項への対応について具体的に記載する。こ

のうち、実施手法は、３（１）に示す業務内容の項目ごとに記載する。 

ウ 業務の実施体制 

  業務の実施体制図及び業務に携わる予定技術者について、所有技術資格や同種

調査業務の担当実績を記載する。 

エ 見積書（積算内訳） 

  本業務に係る見積書（積算内訳）を作成する。 

オ その他参考となる資料 

（２）提出方法 

様式第２号により、作成した企画提案書を１２の「応募・照会等窓口」に郵送ま

たは持参により２部（正１部、副１部）提出すること。（提出期間内に必着のこと。） 

ただし、提出する企画提案書は、１者につき１点に限る。 

（３）提出期間 

令和○○年○○月○○日（○）から令和○○年○○月○○日（○）まで 

提出は、休日等を除く毎日午前９時から午後５時までとする。 

８ 企画提案書を特定するための評価基準（別添「評価基準及び留意事項」参照） 

（１）参加表明者の業務実績 

（２）調査業務の実施体制 

（３）配置予定技術者の経験・資格 

（４）見積額の妥当性 

９ 契約候補者の特定等 

（１）青森県水産土木建設業指名委員会建設業者等選定部会（以下「選定部会」とい

う。）において、応募資格や、提出された企画提案書を８の評価基準に基づいて

審査し、特定した企画提案書の提出者を契約候補者とする。なお、審査は、非公

開とする。 

（２）評価点の合計が最も大きい者が２者以上となる場合の契約候補者の決定方法に

ついては、・・・・・・とする。 
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（３）審査評価結果は、令和○年○月○日（○）までに企画提案書を提出した者に通

知する。 

（４）契約候補者に特定されなかった旨の通知を受けた者は、通知日の翌日から起算

して５日（休日等を除く。）以内に知事に対し、契約候補者に特定されなかった理

由を書面（様式任意）により説明を求めることができる。 

ア 受付窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 

イ 受付時間 

休日等を除く毎日午前９時から午後５時まで 

（５）知事は、契約候補者に特定されなかった理由の説明を求められたときは、説明

を求めることができる最終日の翌日から起算して３日以内（休日等を除く。）に書

面により回答する。 

１０ その他 

（１）参加表明書を提出しなかった者は、企画提案書を提出することができない。 

（２）参加表明書及び企画提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者が負担する。 

（３）提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。 

（４）参加表明書及び企画提案書は、本業務に係る事務手続き以外の目的で提出者に

無断で使用しない。ただし、提出された書類は、青森県情報公開条例（平成１１

年１２月２４日青森県条例第５５号）に基づき、同条例が規定する個人情報及び

法人等情報など非開示とすべき箇所を除き、公表する場合がある。 

（５）受領期限以降における参加表明書及び企画提案書の差し替え及び再提出は認め

ない。 

（６）参加表明書及び企画提案書に記載した配置予定技術者は、原則として変更でき

ない。ただし、病休、死亡、退職等の極めて特別な理由による変更で、あらかじ

め書面により発注者の承諾を得たときは、この限りではない。 

（７）参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書及び企画提

案書を無効とする。 

（８）応募要領に関する質問がある場合は、令和○○年○○月○○日（○）までに、

書面（様式任意）により１２の「応募・照会等窓口」に提出すること。 

１１ 契約等 

（１）本業務に係る契約限度額は、○，○○○，○○○円（消費税を含む。）とする。 

（２）本業務に係る契約は、契約候補者と契約の協議が調い次第、企画提案書の見積

書の金額で知事と締結する。ただし、契約条件が合致しない場合には、委託契約

の締結ができないこともある。 
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１２ 応募・照会等窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 



7 

 

別添 

評価基準及び留意事項

配点 得点

20

②県内での実績が3件以上ある 15

③県内での実績が1件以上ある 10 P＝10*20/20

5 ＝

0

計 ｘ＝ 20

20

②業務方針・業務手法が優れている 15

10 P＝40*20/20

5 ＝

0

ｘ＝ 20

20

②県内での実績が3件以上ある 15

③県内での実績が1件以上ある 10

5

0

20

20

15 P＝10*40/40

5 ＝

0

計 ｘ＝ 40

20

15

10 P＝20*20/20

5 ＝

0

計 ｘ＝ 20

評価点の合計＝ 80.0

③0.85以上0.90未満

④0.90以上0.95未満 20

⑤0.95以上

(配点の計の最大２０点、評価点の最大２０点） 20.0

(配点の計の最大４０点、評価点の最大１０点） 10

４　見積額の妥当性

見積額の評価に
ついて

参加表明者の見積額(A)と契約限度額

（B）の比率A/Bを５段階評価とする。

①0.80未満

20

②0.80以上0.95未満

10

⑤資格が無い

20

(配点の計の最大２０点、評価点の最大４０点） 40

３－２

業務遂行に有効
な資格の有無

博士、技術士（水産部門）、修士、ＲＣ

ＣＭ（水産土木）のいずれか

①博士

②技術士（水産）

③修士

④ＲＣＣＭ（水産土木）

３　配置予定技術者
　　の経験・資格 ３－１

同種業務の担当

実績

国又は県発注の同種業務の実績の有無

①県内での実績が5件以上ある

20

④県外での実績がある

⑤実績が無い

評価項目 評価基準及び留意事項

１　参加表明者の業

　務実績 過去５年間の同

種業務の実績
国又は県発注の同種業務の実績の有無

①県内での実績が5件以上ある

④県外での実績がある

⑤実績が無い

評価点(P)

２　調査業務の実施
　　体制

業務方針、業務手法の妥当性

①業務方針・業務手法が特に優れている

④適切

⑤不適切

20業務の実効性 ③業務方針・業務手法どちらかが優れている

40

20

10

(配点の計の最大２０点、評価点の最大１０点） 10

 
※１ 同種業務とは 

   「○○事業等により整備した○○漁場等の○○効果調査」など 

 

※２ 配点の総合得点が同点の場合は、見積額が低い企画提案書を優位とし、それ

も同額の場合は、実績として認定された件数が多い企画提案書を優位に評価す

る。 
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業務名 □□□業務 

 

 

 

 

 

企 画 提 案 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 商号または名称 ） 
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１ 参加表明者における過去５年間の同種業務の実績 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

１ 同種業務の実績 

業務名 業務概要 発注機関 契約年月日 契約金額

(千円) 

調査場所 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

【注意事項】 

・同種業務は、国、地方公共団体、公社・公団・公庫等（法律に基づいて設置された

独立行政法人及び認可法人を含む）から受託した業務とする。 

・前年度から過去５年間に実施・完了した同種業務を全て記載する。 

・実績がない場合は、「実績無し」と記載する。 

・契約金額は、千円未満を切り捨てる。 

・調査場所は、関係市町村名を記載する。 

・同種業務とは 

  「○○事業等により整備した○○漁場等の○○効果調査」など 
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２ 業務の実施方針、実施手法、留意事項への対応 

 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

１ 業務の実施方針 

【注意事項】 

・業務全体の進め方、解析・とりまとめ方法について簡潔に記載する。 

 

２ 実施手法 

【注意事項】 

・応募要領に記載されている業務の内容にある項目ごとに、調査時期・回数・頻度、

場所・観察範囲、手段、測定及び記録する項目・精度・個（体）数、対象生物の範

囲・想定採取量・同定レベル（目、科、属、種）、探査機・測定機・分析機等主要

機器の名称（メーカー・品名）、使用する船舶・漁具・装置、統計処理法等を具体

的に記載する。 

 

３ 留意事項への対応 

【注意事項】 

・参考資料に示された各留意事項への対応を記載する。 

特に潜水調査では、密漁等不正規漁業防止策を出来るだけ具体的に記すこと。 

（記載例） 

・潜水調査は、候補者が雇用する正規社員ダイバーにより実施する。 

・潜水作業を委託する場合は、青森県農林水産部長が認定する有資格潜水業者とする。 

など 
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３ 業務の実施体制等 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

１ 業務に携わる予定担当者 

 氏 名 所有技術資格等 同種業務の担当実績 

1 

 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

6 6 

7 7 

8 8 

2 

 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

6 6 

7 7 

8 8 

【注意事項】 

・氏名には、「ふりがな」をふる。 

・業務を管理する主担当技術者には氏名の前に○を記載する。 

・所有技術資格には、学位（博士・修士）、技術士、RCCM、国家潜水士等を記載し、

分野や部門等があれば括弧書きで併記する。 

・担当業務の欄には、「業務の実施手法」に記載した項目の番号を記載する。 

・業務の一部を再委託する場合で、再委託先の予定担当者が決定している場合は、本

表に記載する。 

２ 再委託業務の内容 

再委託先 委託業務の概要 委託額（千円） 摘要 

    

【注意事項】 

・提案書提出者以外の者に、潜水作業、依頼分析や生物種同定の役務等を委託する場

合は、本欄に記載する。 

・契約締結後に見積合わせ等により再委託先を決定する場合は、「摘要」の欄にその

旨記載し、「再委託先」の欄には見積徴収先の企業名や範疇を記載する。 

・委託額は、見積書の当該欄に記載した金額と同額とすること。 
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４ 見積書（積算内訳） 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

 

見積額 金            円（ただし、消費税を含まない額） 

 

 積算内訳 

区 分 数量 単位 単価 金 額 備 考 

      

      

      

      

 

【注意事項】 

・必要に応じて積算参考資料を添付する。 

・作業項目毎に職種、人員等の内訳を整理する。 

・本様式の内容がすべて記載されている場合は、各法人の書式による見積書に代えて

提出できる。 
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別紙２（公告記載例） 

 

「□□□業務」の公募についての公告 

 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課では、「□□□業務」について、実施者を

公募します。本業務の受託を希望される方は、下記に従い御応募ください。 

 

令和 年 月 日 

 

青森県知事 

 

記 

 

１ 業務名 

□□□業務 

２ 業務場所 

 青森県○○市○○地先（別添、業務委託仕様書を参照。） 

３ 業務の目的及び概要 

（１）目的 

本業務は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・を目的とする。 

（２）概要 

水産環境整備事業○○地区の・・・・・・・・・・・・・・・の水産生物調査業務を

行う。 

４ 応募資格及び応募要領 

   別紙による 

５ 契約の締結について 

本業務に係る契約は、別途応募要領で定める参加表明書を提出した者の企画提案書

の審査の結果、特定された契約候補者と契約の協議が整い次第締結することとします。 

６ その他 

業務内容、特定方法等の詳細は、応募要領をご参照の上、必要に応じ６の「応募・

照会等窓口」にご照会ください。 

７ 応募・照会等窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 
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別  紙  

□□□業務応募要領（記載例） 

 

１ 業務名 

□□□業務 

２ 業務の目的 

本業務は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・を目的とする。 

３ 業務の内容 

（１）業務の内容 

別添、○○地区○○調査業務委託仕様書のとおり。 

（２）成果品（報告書） 

（３）打合せについては、○回を予定している。 

４ 履行期限 

契約締結の日から令和○年○月○日（○）までとする。 

５ 応募資格 

公募に応募できる者は、次に掲げる全てに該当する者とする。 

（１）青森県建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（昭和５８

年２月青森県規則第６号）第３条第２項各号に規定する業種について、同規則第

５条の規定による認定を受けた者（企画提案書の提出期限までに認定を受けるこ

とが見込まれる者を含む。）、または、農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）

の役務の提供で「東北地域」で認定されており、かつ、「調査・研究」で認定さ

れている者であること（企画提案書の提出期限までに認定を受けることが見込ま

れる者を含む。）。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２

項各号のいずれにも該当しない者であること。 

（３）青森県建設業者等指名停止要領（昭和６０年６月１日施行）に基づく知事の指

名停止の措置を、参加表明書の提出期限の日から契約締結の時までの間に受けて

いない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していない者で

あること。 

（５）「その他、知事が必要と認める要件に該当する者であること」に該当する項目

がある場合は、具体的に記載すること。 

６ 参加表明書に関する事項 

（１）本業務の受託を希望する者は、様式第１号「参加表明書」を１２の「応募・照 

会等窓口」に持参又は郵送により提出すること。（提出期間内に必着のこと。） 

（２）提出期間 

令和○○年○○月○○日（○）から令和○○年○○月○○日（○）まで 

提出は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する祝

日、日曜日、土曜日及び県の年末年始の休日（以下「休日等」という。）を除く

毎日午前９時から午後５時までとする。 
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７ 企画提案書の作成、提出等 

（１）６の参加表明書を提出した者は、次の項目を内容とする企画提案書を作成する

ものとする。なお、企画提案書等に使用する言語は、日本語とする。 

ア 参加表明者における過去５年間の同種業務の実績 

  前年度から過去５年間における、３（１）に示す業務内容と同種業務の実績を

記載する。 

イ 配置予定技術者の経験・資格 

  業務に携わる予定技術者について所有技術資格や同種業務の担当実績を記載

する。 

ウ 見積書（積算内訳） 

  本業務に係る見積書（積算内訳）を作成する。 

エ その他参考となる資料 

（２）提出方法 

様式第２号により、作成した企画提案書を１２の「応募・照会等窓口」に郵送

または持参により２部（正１部、副１部）提出すること。（提出期間内に必着の

こと。）ただし、提出する企画提案書は、１者につき１点に限る。 

（３）提出期間 

令和○○年○○月○○日（○）から令和○○年○○月○○日（○）まで 

提出は、休日等を除く毎日午前９時から午後５時までとする。 

８ 企画提案書を特定するための評価基準（別添「評価基準及び留意事項」参照） 

（１）参加表明者の業務実績 

（２）配置予定技術者の経験・資格 

（３）見積額の妥当性 

９ 契約候補者の特定等 

（１）青森県水産土木建設業指名委員会建設業者等選定部会（以下「選定部会」とい

う。）において、応募資格を審査し、応募資格を有すると認められた者が提出し

た企画提案書について、８の評価基準に基づいて評価し、特定した企画提案書の

提出者を契約候補者とする。審査は、非公開とする。 

（２）評価点の合計が最も大きい者が２者以上となる場合の契約候補者の決定方法に

ついては、・・・・・・・とする。 

（３）審査評価結果は、令和○年○月○日（○）までに企画提案書を提出した者に通

知する。 

（４）契約候補者に特定されなかった旨の通知を受けた者は、通知日の翌日から起算

して５日（休日を除く。）以内に知事に対し、契約候補者に特定されなかった理

由を書面（様式任意）により説明を求めることができる。 

ア 受付窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 

イ 受付時間 
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休日等を除く毎日午前９時から午後５時まで 

（５）知事は、契約候補者に特定されなかった理由の説明を求められたときは、説明

を求めることができる最終日の翌日から起算して３日以内（休日等を除く。）に書

面により回答する。 

１０ その他 

（１）参加表明書を提出しなかった者は、企画提案書を提出することができない。 

（２）参加表明書及び企画提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者が負担する。 

（３）提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。 

（４）参加表明書及び企画提案書は、本業務に係る事務手続き以外の目的で提出者に

無断で使用しない。ただし、提出された書類は、青森県情報公開条例（平成１１

年１２月２４日青森県条例第５５号）に基づき、同条例が規定する個人情報及び

法人等情報など非開示とすべき箇所を除き、公表する場合がある。 

（５）提出期限以降における参加表明書及び企画提案書の差し替え及び再提出は認め

ない。 

（６）参加表明書及び企画提案書に記載した配置予定技術者は、原則として変更でき

ない。ただし、病休、死亡、退職等の極めて特別な理由による変更であらかじめ

書面により発注者の承諾を得たときは、この限りではない。 

（７）参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書及び企画提

案書を無効とする。 

（８）応募要領に関する質問がある場合は、令和○○年○○月○○日（○）までに、

書面（様式任意）により１２の「応募・照会等窓口」に提出すること。 

 

１１ 契約等 

（１）本業務に係る契約限度額は、○，○○○，○○○円（消費税を含む。）とする。 

（２）本業務に係る契約は、契約候補者と契約の協議が調い次第、企画提案書の見積

書の金額で知事と締結する。ただし、契約条件が合致しない場合には、委託契約

の締結ができないこともある。 

１２ 応募・照会等窓口 

〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県農林水産部水産局漁港漁場整備課  

Tel 017-734-9615 Fax 017-734-8167  

担当者 企画・振興グループ ○○○○、○○○○ 
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別添 

配点 得点

20

②県内での実績が3件以上ある 15

③県内での実績が1件以上ある 10

5

0

計 ｘ＝ 20

20

②県内での実績が3件以上ある 15

③県内での実績が1件以上ある 10

5

0

20

20

15

5

0

計 ｘ＝ 40

20

15

10

5

0

計 ｘ＝ 20

評価点の合計＝

③0.85以上0.90未満

④0.90以上0.95未満

⑤0.95以上

⑤資格が無い

３　見積額の妥当性

見積額の評価に

ついて
参加表明者の見積額(A)と契約限度額

（B）の比率A/Bを５段階評価とする。

①0.80未満

20

②0.80以上0.95未満

20
２－２

業務遂行に有効

な資格の有無

博士、技術士（水産部門）、修士、ＲＣ

ＣＭ（水産土木）のいずれか

①博士

②技術士（水産）

③修士

④ＲＣＣＭ（水産土木）

⑤実績が無い

２　配置予定技術者

　の経験・資格
２－１

同種業務の担当

実績

国又は県発注の同種業務の実績の有無

①県内での実績が5件以上ある

20

④県外での実績がある

⑤実績が無い

１　参加表明者の業

　務実績 過去５年間の同

種業務の実績
国又は県発注の同種業務の実績の有無

①県内での実績が5件以上ある

20

④県外での実績がある

評価基準及び留意事項

評価項目 評価基準及び留意事項

 

※１ 同種業務とは 

    「水産環境整備事業等により整備した魚礁や増殖礁などにおけるモニタリン

グ等の効果調査」などをいう。 

 

※２ 配点の総合得点が同点の場合は、見積額が低い企画提案書を優位とし、それ

も同額の場合は、実績として認定された件数が多い企画提案書を優位に評価す

る。 
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業務名 □□□業務 

 

 

 

 

 

企 画 提 案 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 商号または名称 ） 
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１ 参加表明者における過去５年間の同種業務の実績 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

１ 同種業務の実績 

業務名 業務概要 発注機関 契約年月日 契約金額

(千円) 

調査場所 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

【注意事項】 

・同種業務は、国、地方公共団体、公社・公団・公庫等（法律に基づいて設置された

独立行政法人及び認可法人を含む）から受託した業務とする。 

・前年度から過去５年間に実施・完了した同種業務を全て記載する。 

・実績がない場合は、「実績無し」と記載する。 

・契約金額は、千円未満を切り捨てる。 

・調査場所は、関係市町村名を記載する。 

・同種業務とは 

 「水産環境整備事業等により整備した魚礁や増殖礁などにおけるモニタリング等の

効果調査」など 
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２ 配置予定技術者の経験・資格 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

１ 業務に携わる配置予定技術者 

 氏 名 所有技術資格等 同種業務の担当実績 

1 

 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

6 6 

7 7 

8 8 

2 

 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

6 6 

7 7 

8 8 

3 

 1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

6 6 

7 7 

8 8 

【注意事項】 

・氏名には、「ふりがな」をふる。 

・業務を管理する主担当技術者には氏名の前に○を記載する。 

・所有技術資格には、学位（博士・修士）、技術士、RCCM、国家潜水士等を記載し、

分野や部門等があれば括弧書きで併記する。 

・担当実績については、発注元や業務内容・県内・県外がわかるように記載してくだ

さい。また、該当する業務を全て記載してください。 
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３ 見積書（積算内訳） 

 

業務名： □□□業務 

商号又は名称： 

 

見積額 金            円（ただし、消費税を含まない額） 

 

 積算内訳 

区 分 数量 単位 単価 金 額 備 考 

      

      

      

      

 

【注意事項】 

・必要に応じて積算参考資料を添付する。 

・作業項目毎に職種、人員等の内訳を整理する。 

・本様式の内容がすべて記載されている場合は、各法人の書式による見積書に代えて

提出できる。 

 

 


